
（様式第５号）
令和　　年　　月　　日
　山梨県知事　殿
　　　　　　　　　　（申請者）
住　所
名　称　　
代表者の役職・氏名　　　　　　　印


山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金　事前着手届


山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金事業について、次のとおり事業
計画の確認前に着手しますので、山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき届け出ます。
なお、本件につきまして、交付要綱第８条の交付決定がされず、補助金が交付されないこととなっても異議を申し立てないことを誓約します。


１　事前着手する事業内容



２　事前着手の理由


３　着手及び完了予定年月日

　　着手予定日　　　　　　令和　　年　　月　　日　
　　完了予定日　　　　　　令和　　年　　月　　日

※１　着手予定日は、契約予定日または発注予定日を記入してください。この予定日よりも前に着手（契約・発注等）することがないように留意してください。
※２　完了予定日は、工事等が終了し、支払い等全ての事務が完了する予定日を記入してください。工事完了予定日ではありませんので注意してください。
※３　完了予定日より後に支払っていることが判明した場合、補助金を支払うことができませんので、余裕を持って記入してください。

（参考）賃貸借契約に代わる書類



甲は乙に対し、下記不動産を貸し付けていることを双方で確認しました。

・賃貸借の期間
　令和　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日


・土地の所在地： 

・建物の所在地： 



令和　年　　月　　日

甲
住　所　
名　称　
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　印

乙
住　所　
名　称　
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　印
　

※　賃貸により事業を行っているが、賃貸借契約がない場合には、賃貸借契約に替えて本書類を提出してください。
（例）
法人Aが個人Bから借りているが、法人Aの代表が個人Bで、実質的に自分から借りているような状態であって、賃貸借契約を締結していない場合など。


（参考）建物などが未登記物件で登記事項証明書が提出できないが、法令上の問題がない場合に提出する書類



　申請者「　　　　　　　　　　　　　　　　　」は、本物件が未登記であることについて、不動産登記法上の問題がないことを確認しました。

・確認方法：
・法令上の問題がない理由：

・建物の所在地：
・建物の所有者：

令和　　年　　月　　日

申請者
住所　
名称　
代表者の役職・氏名　　　　　　印

　添付資料　土地の登記事項証明書

（注意）
　申請する対象の建物などが未登記であることについて、法令上問題ないことを確認してください。
　また、補助金交付後であっても、法令上の問題があることが判明した場合には、補助金の返還等に応じていただきます。
　
（不動産登記法参考）
○第４７条第１項
新築した建物又は区分建物以外の表題登記がない建物の所有権を取得した者は、その所有権の取得の日から一月以内に、表題登記を申請しなければならない。
○第１６４条
第三十六条、第三十七条第一項若しくは第二項、第四十二条、第四十七条第一項（第四十九条第二項において準用する場合を含む。）、第四十九条第一項、第三項若しくは第四項、第五十一条第一項から第四項まで、第五十七条又は第五十八条第六項若しくは第七項の規定による申請をすべき義務がある者がその申請を怠ったときは、十万円以下の過料に処する。
